
平成14年４月26日

平成14年２月期   個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名   株式会社 東京スタイル 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号     8112 本社所在都道府県

問 合 せ 先   責任者役職名 経営統轄本部経営企画部部長 東京都

  氏         名 中 島   芳 樹 TEL      (03)  3262 - 8111

決算取締役会開催日 平成14年４月26日 中間配当制度の有無 無

定時株主総会開催日 平成14年５月23日 単元株制度の有無 有（１単元 1,000株）

１．14年２月期の業績（平成13年３月１日～平成14年２月28日）

(１)経営成績 (単位：百万円未満切捨)

     百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

14年２月期            48,898 △7.4                   3,300 △28.3                  4,618 △48.8

13年２月期            52,820 △1.0                   4,600 △11.9                  9,016 2.7

1 株 当 た り 潜在株式調整後 株  主  資  本 総    資    本 売    上    高

当 期 純 利 益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経 常 利 益 率 経 常 利 益 率

     百万円 ％       円 銭   円 銭    ％ ％ ％ 

14年２月期 △ 630   －   △6 15 △0.4   2.7 9.4

13年２月期 4,540   19.7 44 30 2.9   5.3 17.1

（注）① 期中平均株式数 14年２月期 102,507,668 株 13年２月期 102,507,668 株

      ② 会計処理の方法の変更 無

      ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(２)配当状況

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額 株  主  資  本

中       間 期       末 （年         間） 配    当    率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

14年２月期 20 00 - - 20 00 2,024           － 1.3

13年２月期 12 50 - - 12 50 1,265          27.9 0.8

（注） 14年２月期期末配当金の内訳 記念配当 7 円 50銭 特別配当 0 円 00銭

(３)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭 

14年２月期 167,249 154,328 92.3            1,524            75    

13年２月期 172,206 157,525 91.5            1,536            72    

（注）① 期末発行済株式数 14年２月期 102,507,668 株 13年２月期 102,507,668 株

      ② 期末自己株式数 14年２月期 1,291,645 株 13年２月期 1,300,603 株

２．15年２月期の業績予想（平成14年３月１日～平成15年２月28日）

1 株 当 た り 年 間 配 当 金

中       間 期       末

百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭  円 銭 

中  間  期 23,500 3,400 1,800 - -

通      期 50,500 6,700 3,700 17 50 17 50

(参考)   １株当たり予想当期純利益（通期） 36円 09銭
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貸  借  対  照  表
平成14年2月28日現在

前   期 (平成13年2月期) 当   期 (平成14年2月期)

金       額 構成比 金       額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

（資産の部） (172,206)  (100.0) (167,249)  (100.0) (△4,957)  

流動資産 (142,362)  (82.7) (92,377)  (55.2) (△49,984)  

現金及び預金 23,727   46,470   22,742   

受取手形 884   766   △117   

売掛金 9,223   8,561   △662   

有価証券 102,549   30,665   △71,884   

自己株式 0   -   △0   

商品 614   1,133   519   

製品 1,504   2,191   686   

原材料 83   84   1   

仕掛品 809   621   △187   

前渡金 334   349   14   

短期貸付金 427   480   52   

未収入金 917   292   △625   

繰延税金資産 1,147   562   △585   

その他の流動資産 242   284   41   

貸倒引当金 △ 106   △ 86   20   

固定資産 (29,844)  (17.3) (74,871)  (44.8) (45,027)  

有形固定資産 (7,922)  (4.6) (7,879)  (4.7) (△42)  

建物 2,595   2,608   12   

構築物 20   18   △2   

機械及び装置 47   45   △1   

車両運搬具 16   17   0   

工具器具及び備品 188   136   △52   

土地 5,053   5,053   -   

無形固定資産 (42)  (0.0) (43)  (0.0) (0)  

借地権 8   8   -   

電話加入権 33   34   0   

その他の無形固定資産 0   0   △0   

投資等 (21,879)  (12.7) (66,948)  (40.1) (45,069)  

投資有価証券 1,745   41,710   39,964   

子会社株式 1,061   1,056   △4   

自己株式 1,245   -   △1,245   

出資金 4,972   6,086   1,114   

長期貸付金 1,018   4,705   3,687   

長期前払費用 84   126   42   

投資不動産 5,242   5,110   △132   

差入保証金 1,331   1,163   △168   

保険積立金 4,389   4,764   375   

繰延税金資産 754   2,238   1,484   

その他の投資 39   8   △30   

貸倒引当金 △ 6   △ 23   △16   

資  産  合  計 172,206   100.0  167,249   100.0  △4,957   
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科         目 増減金額



前   期 (平成13年2月期) 当   期 (平成14年2月期)

金       額 構成比 金       額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

（負債の部） (14,681)  (8.5) (12,920)  (7.7) (△1,760)  

流動負債 (13,431)  (7.8) (10,688)  (6.4) (△2,742)  

支払手形 4,939   4,300   △638   

買掛金 2,683   2,814   130   

未払金 1,413   1,610   197   

未払法人税等 2,219   42   △2,177   

未払消費税等 67   63   △4   

預り金 147   138   △8   

賞与引当金 146   133   △13   

返品調整引当金 1,690   1,467   △223   

その他の流動負債 123   117   △6   

固定負債 (1,249)  (0.7) (2,231)  (1.3) (981)  

退職給与引当金 228   -   △228   

退職給付引当金 -   1,197   1,197   

役員退職引当金 364   360   △3   

預り保証金 657   673   15   

（資本の部） (157,525)  (91.5) (154,328)  (92.3) (△3,196)  

資本金 (26,734)  (15.5) (26,734)  (16.0) -   

法定準備金 (49,179)  (28.6) (49,429)  (29.6) (250)  

資本準備金 44,279   44,279   -   

利益準備金 4,900   5,150   250   

剰余金 (81,611)  (47.4) (79,405)  (47.5) (△2,205)  

配当準備積立金 375   375   -   

退職準備積立金 448   448   -   

別途積立金 74,304   77,254   2,950   

当期未処分利益 6,483   1,327   △5,155   

（うち当期純利益(△損失)） (4,540)  (△630)  (△5,171)  

自己株式 -   ( - ) △ 1,240   (△ 0.8) △1,240   

負債及び資本合計 172,206   100.0  167,249   100.0  △4,957   

－3－

科         目 増減金額



損  益  計  算  書

自  平成13年3月1日 至  平成14年2月28日

前   期 (平成13年2月期) 当   期 (平成14年2月期)

金       額 百分比 金       額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（経常損益の部）

営業損益の部

営業収益

売上高 52,820  100.0 48,898  100.0 △3,922  △ 7.4  

営業費用

売上原価 30,572  57.9 29,067  59.4 △1,505  △ 4.9  
販売費及び一般管理費 17,648  33.4 16,530  33.8 △1,117  △ 6.3  

営業利益 4,600  8.7 3,300  6.8 △1,299  △ 28.3  

営業外損益の部

営業外収益 (5,174) (9.8) (4,471) (9.1) (△703) (△ 13.6) 

受取利息及び配当金 3,525  3,294  △231  
その他の営業外収益 1,648  1,176  △471  

  営業外費用 (757) (1.4) (3,153) (6.5) (2,395) (316.1) 

支払利息及び割引料 -  -  -  
その他の営業外費用 757  3,153  2,395  

経常利益 9,016  17.1 4,618  9.4 △4,398  △ 48.8  

（特別損益の部）

特別利益 (338) (0.6) (109) (0.2) (△229) (△ 67.6) 

貸倒引当金戻入額 4  20  16  
有価証券売却益 -  -  -  
役員退職引当金戻入額 -  28  28  
その他の特別利益 334  61  △273  

特別損失 (1,406) (2.7) (5,698) (11.6) (4,291) (305.2) 

固定資産処分損 277  196  △80  
投資有価証券評価損 511  4,020  3,508  
子会社株式評価損 -  16  16  
子会社支援損 246  283  37  
ゴルフ会員権評価損 -  68  68  
退職給付会計基準
変更時差異償却額

-  963  963  

役員退職慰労金 -  30  30  
その他の特別損失 371  120  △250  

税引前当期純利益（△損失） 7,949  15.0 △970  △2.0 △8,919  △ 112.2  

法人税、住民税及び事業税 3,422  6.5 559  1.1 △2,862  △ 83.6  
法人税等調整額 △13  △0.1 △899  △1.8 △886  6,510.7  

当期純利益（△損失） 4,540  8.6 △630  △1.3 △5,171  △ 113.9  

前期繰越利益 54  1,958  1,904  3,504.9  
過年度税効果調整額 1,888  -  △1,888  -  

当期未処分利益 6,483  1,327  △5,155  △ 79.5  
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重要な会計方針

1. 資産の評価基準及び評価方法

  (1) 有価証券

     ① 売買目的有価証券……………………決算末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

     ② 満期保有目的の債券…………………償却原価法によっております。

     ③ その他有価証券………………………総平均法による原価法によっております。

     ④ 子会社株式及び関連会社株式………総平均法による原価法によっております。 

  (2) デリバティブ取引………………………時価法によっております。

  (3) たな卸資産

　　    製品及び商品、原材料、仕掛品は品番別個別法による原価法により評価しております。

　　    但し、季越製品・商品の一部については、販売可能価額まで評価換えを実施しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産及び投資不動産

        定率法によっております。

        但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっ

        ております。

  (2) 無形固定資産

        定額法によっております。

  (3) 長期前払費用

        定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金

        当会計年度末日現在に有する売掛金、貸付金、その他これらに準ずる債権の貸倒れによる損失に

        備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

        に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

  (2) 賞与引当金

        従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額の当会計年度負担額を計上しております。

  (3) 返品調整引当金

        将来予想される売上返品による損失に備えるため、法人税法の規定による繰入限度相当額を計上

        しております。

  (4) 退職給付引当金

        従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

        づき、当会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

        なお、会計基準変更時差異( 963百万円)は、当会計年度において全額費用処理しております。

  (5) 役員退職引当金

　      役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当会計年度末要支給額を計上しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　    外貨建金銭債権債務は、当会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

　　    して処理しております。

5. リース取引の処理方法

　　    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

　　    ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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6.ヘッジ会計の方法

  (1) ヘッジ会計の方法

        繰延ヘッジ処理によっております。但し、為替予約がなされている外貨建金銭債務については、

        振当処理を行っております。

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

        為替予約をヘッジ手段とし、外貨建ての金銭債務及び予定取引をヘッジ対象としております。

  (3) ヘッジ方針

        外貨建輸入取引に関わる将来の外国為替相場変動リスクを回避して、外貨建債務の円貨によるキ

        ャッシュ・フローを固定化することを目的として、仕入先への発注に対応し、決済日を基準とし

        て為替予約を行っております。

  (4) ヘッジの有効性評価の方法

        外貨建ての発注金額に対し、同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を付することに

        より、為替予約締結後の外国為替相場の変動による相関関係が確保されるようにしております。

7. 消費税等の会計処理

　　    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(追加情報)

1．退職給付会計

        当会計年度より退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

        業会計審議会 平成10年６月16日)）を適用しております。

        なお、この変更に伴い従来の方法によった場合と比較し、退職給付費用は 968百万円多く、営業

        利益及び経常利益は 4百万円少なく計上され、税引前当期純利益は 968百万円少なく計上されて

        おります。

        また、従来の退職給与引当金( 228百万円）は、｢退職給付引当金」に含めて表示しております。

2．金融商品会計

        当会計年度より金融商品に係る会計基準(｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

        業会計審議会 平成11年１月22日)）を適用し、有価証券の評価方法、デリバティブの評価方法及

        びゴルフ会員権の評価方法について変更しております。

        なお、この変更に伴い従来の方法によった場合と比較し、経常利益は 1,699百万円少なく、税引

        前当期純利益は 1,767百万円少なく計上されております。

        また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、売買目的有価証券、満期保有目

        的債券及びその他有価証券に区分し、売買目的有価証券及び満期保有目的債券のうち１年以内に

        満期の到来する債券は流動資産の「有価証券」とし、それ以外のものは「投資有価証券」として

        表示しております。

        その結果、｢有価証券」は41,571百万円減少し、｢投資有価証券」は同額増加しております。

3．外貨建取引等会計処理

        当会計年度より改訂後の外貨建取引等会計処理基準(｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する

        意見書｣(企業会計審議会 平成11年10月22日)）を適用しております。

        なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります。

4．自己株式

        従来、「自己株式」は「流動資産」及び「固定資産」に記載しておりましたが、「財務諸表等の

        用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)の改正に伴い当会計年度より、

        資本に対する控除項目として「資本の部」の末尾に記載しております。
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        （注記事項）

金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

  （前期）   （当期）

(1) 有形固定資産および投資不動産の減価償却累計額 7,084百万円 7,448百万円

(2) 子会社に対する短期金銭債権 425百万円 544百万円

(3) 子会社に対する長期金銭債権 977百万円 3,176百万円

(4) 子会社に対する短期金銭債務 767百万円 619百万円

(5) 保証債務残高 615百万円 2,920百万円

(6) 子会社との取引高 営業収益 2百万円 49百万円

営業費用 4,628百万円 4,050百万円

営業取引以外の取引高 141百万円 340百万円

(7) 自己株式の数 取得株式数 1,300,603株 -株

取得価額の総額 1,246百万円 -百万円

(8) リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 626百万円 622百万円

減価償却累計額相当額 340百万円 425百万円

期末残高相当額 285百万円 196百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

（１年内） 112百万円 79百万円

（１年超） 173百万円 116百万円

合  計 285百万円 196百万円

③ 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 114百万円 113百万円

減価償却費相当額 114百万円 113百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(注) 取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(9) 税効果会計関係

① 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  （当期）

繰延税金資産

棚卸資産評価損否認額 477百万円

賞与引当金繰入超過額 27百万円

貸倒引当金繰入超過額 24百万円

退職給付引当金繰入超過額 499百万円

役員退職引当金繰入超過額 151百万円

子会社株式評価損否認額 116百万円

子会社整理損否認額 379百万円

有価証券評価損否認額 1,051百万円

ゴルフ会員権評価損否認額 28百万円

未払事業税否認額 14百万円

その他 30百万円

繰延税金資産合計 2,801百万円

② 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
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利  益  処  分  案

科      目 前   期 (平成13年2月期) 当   期 (平成14年2月期) 増 減 金 額

百万円 百万円 百万円

当期未処分利益 6,483 1,327 △5,155 

任意積立金取崩額
(別途積立金取崩額) － 3,000 3,000 

計 6,483 4,327 △2,155 

   これを次のとおり処分いたします。

利益準備金 250 － △250 

株主配当金 1,265 2,024 759 
〔１株につき12円50銭〕 １株につき普通配当12円50銭

              記念配当 7円50銭

取締役賞与金 60 － △60 

別途積立金 2,950 － △2,950 

次期繰越利益 1,958 2,303 345 

品  種  別  売  上  高

前   期 (平成13年2月期) 当   期 (平成14年2月期) 増      減

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

婦  人  服 12,553 23.8 9,368 19.2 △3,184 △25.4 
（重衣料）

婦  人  服 40,267 76.2 39,529 80.8 △738 △1.8 
（軽衣料）

合       計 52,820 100.0 48,898 100.0 △3,922 △7.4 

－8－
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